
Ⅱ 調査実施概要



⼦育て世帯が仕事と⼦育てを両⽴するに当たり、保育サービスの利⽤の事務⼿続や⼊園・⼊学の準備、⽇常的な対応（通園時の紙おむつへの記名や使⽤
済み紙おむつの持ち帰り、⽇々の連絡帳への記⼊等）が負担になっている等の声がある。
これらの仕事と⼦育ての両⽴を阻害したり、⽗親の育児参画を阻んだりする⾝近な慣⾏等について、事例の収集・分析を⾏い、今後の対応策を検討すること
を⽬的に調査研究を⾏った。
また、調査の設計や結果の分析においては、有識者からの助⾔を取り⼊れて進めた。

「個⼈オンライン調査」及び「意⾒募集」にご回答、ご意⾒を寄せていただいた⽅々の構成は、以下のとおりである。
両調査は、インターネットモニター調査と、広く意⾒を求める⾃由形式での意⾒募集という違いがあり、声を寄せていただいた⽅々の属性の傾向が異なる。
「個⼈オンライン調査」では、⼈⼝の⺟集団構成⽐に近づけて回答者を集めており、20歳〜49歳の⼦育て層全般からの声となっている。⼀⽅「意⾒募集」で
は、実際に困りごとを抱え、本調査研究テーマへの関⼼がある⼦育て世代の⼥性からのご意⾒が中⼼となっている。
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１．調査の目的と実施調査の位置づけ
Ⅱ 調査実施概要

調査種別 個⼈オンライン調査 意⾒募集

対象 インターネットモニター調査
⼩学⽣以下の⼦供を持つ20-49歳男⼥個⼈ ⼀般個⼈

期間 2021年12⽉23⽇（⽊）〜12⽉28⽇（⽕） 2022年1⽉18⽇（⽕）〜1⽉28⽇（⾦）

⼿法
インターネットアンケート
調査会社の登録モニターより該当者を抽出し、該当者構成⽐を属
性を⺟集団構成⽐に近づけて回答協⼒を依頼配信

インターネットアンケート
（内閣府男⼥共同参画局HP・Facebook・
Twitterによる情報発信）

回答数 2,166名
（男性1,057名、⼥性1,105名、その他4名）

5,640名
（男性236名、⼥性5,334名、その他70名）

主な
調査項⽬

・⼦育てに関する困りごと（⾃由回答）
・困りごとを解決する⼯夫・アイディア（⾃由回答）

・⼦育てに関する困りごと（⾃由回答）
・困りごとを解決する⼯夫・アイディア（⾃由回答）

⼥性51.0%
正規・役員 40％
⾮正規 35%
⾃由・⾃営 5%
無職 20％

⼥性51.0%
正規・役員 40％
⾮正規 35%
⾃由・⾃営 5%
無職 20％

男性48.8％
正規・役員 76%
⾮正規 11%
⾃由・⾃営 6％
無職 7%

男性48.8％
正規・役員 76%
⾮正規 11%
⾃由・⾃営 6％
無職 7%

⼥性 94.6%
正規・役員 60%
⾮正規 20％
⾃由・⾃営 10％
無職 10%

⼥性 94.6%
正規・役員 60%
⾮正規 20％
⾃由・⾃営 10％
無職 10%男性

4.2%
男性
4.2%

その他
0.2%
その他
0.2%

その他
1.2%
その他
1.2%



⽬的 仕事と⼦育て等の両⽴を阻害する具体的な慣⾏（困りごと）や、それらを乗り越えている⼯夫や改善内容、
家事の負担軽減への意識等を把握する。

対象 インターネットモニターのうち、⼩学⽣以下の⼦供を持つ20-49歳男⼥個⼈

期間 令和3（2021）年12⽉23⽇（⽊）〜12⽉28⽇（⽕）

⼿法・設問数 インターネットアンケート（スクリーニング９問、本調査23問）

サンプル設計 ⺟集団構成⽐に近づけるため、平成27年国勢調査の12歳以下の⼦あり世帯（夫婦世帯・ひとり親世帯）
及び2020年労働⼒調査の構成⽐を利⽤したサンプル割付により配信・回収

回答数と
回答者属性

2,166名
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2．実施概要 (1)個人オンライン調査

Ⅱ 調査実施概要

実数 ％

計 20歳代 30歳代 40歳代 計 20歳代 30歳代 40歳代

男性 計 1057 108 463 486 男性 計 100.0% 10.2% 43.8% 46.0%
正規・役員 801 95 351 355 正規・役員 75.8% 9.0% 33.2% 33.6%
⾮正規 116 5 55 56 ⾮正規 11.0% 0.5% 5.2% 5.3%
⾃営・⾃由業 63 7 30 26 ⾃営・⾃由業 6.0% 0.7% 2.8% 2.5%
無職 77 1 27 49 無職 7.3% 0.1% 2.6% 4.6%

⼥性 計 1105 115 555 435 ⼥性 計 100.0% 10.4% 50.2% 39.4%
正規・役員 435 46 217 172 正規・役員 39.4% 4.2% 19.6% 15.6%
⾮正規 387 39 195 153 ⾮正規 35.0% 3.5% 17.6% 13.8%
⾃営・⾃由業 65 8 34 23 ⾃営・⾃由業 5.9% 0.7% 3.1% 2.1%
無職 218 22 109 87 無職 19.7% 2.0% 9.9% 7.9%

その他 計 4 0 1 3 その他 計 100.0% 0.0% 25.0% 75.0%
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2．実施概要 （2）意見募集

⽬的 仕事と⼦育ての両⽴等を阻害する慣⾏や改善に向けた⼯夫の収集について、国⺠全体から広く収集を⾏う。

対象 関⼼のある⼀般個⼈

期間 令和4（2022）年1⽉18⽇（⽕）〜1⽉28⽇（⾦）

⼿法・設問数 インターネットアンケート（HP、Facebook、Twitterによる発信・WEB回答、14問）

回答数と
回答者属性

5,640名

Ⅱ 調査実施概要

実数 ％

計 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 計 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代

男性 計 236 15 142 67 12 男性 計 100.0% 6.4% 60.2% 28.4% 5.1%
正規・役員 202 14 126 53 9 正規・役員 85.6% 5.9% 53.4% 22.5% 3.8%
⾮正規 8 0 5 2 1 ⾮正規 3.4% 0.0% 2.1% 0.8% 0.4%
⾃営・⾃由業 19 0 8 9 2 ⾃営・⾃由業 8.1% 0.0% 3.4% 3.8% 0.8%
その他 3 0 2 1 0 その他 1.3% 0.0% 0.8% 0.4% 0.0%
無職 4 1 1 2 0 無職 1.7% 0.4% 0.4% 0.8% 0.0%

⼥性 計 5334 582 3526 1119 107 ⼥性 計 100.0% 10.9% 66.1% 21.0% 2.0%
正規・役員 3221 346 2266 569 40 正規・役員 60.4% 6.5% 42.5% 10.7% 0.7%
⾮正規 1108 128 667 287 26 ⾮正規 20.8% 2.4% 12.5% 5.4% 0.5%
⾃営・⾃由業 411 23 211 151 26 ⾃営・⾃由業 7.7% 0.4% 4.0% 2.8% 0.5%
その他 95 14 55 19 7 その他 1.8% 0.3% 1.0% 0.4% 0.1%
無職 499 71 327 93 8 無職 9.4% 1.3% 6.1% 1.7% 0.1%

その他 計 70 12 31 24 3 その他 計 100.0% 17.1% 44.3% 34.3% 4.3%
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3．設問一覧

個⼈オンライン調査

意⾒募集

SC1 年代 単数回答
SC2 年齢 数値回答
SC3 居住エリア 単数回答
SC4 婚姻状況 単数回答
SC5 同居・近居家族 複数回答
SC6 ⼦供の有無・⼈数 単数回答
SC7 ⼦供の性別 単数回答
SC8 ケアが必要な家族の有無 単数回答
SC9 ⻑⼦・末⼦の年齢/学齢 単数回答
Q1 就労・雇⽤形態 単数回答
Q2 勤務先従業員数 単数回答
Q3 個⼈・世帯年収 単数回答
Q4 ⼀番上（⼩学校以下）の⼦が通っている機関・施設 複数回答
Q4_1⼀番下（⼩学校以下）の⼦の通っている機関・施設 複数回答
Q5 家事・育児に費やす時間 単数回答
Q6 ⼦育ての困りごとの有無 単数回答
Q7 困りごと／幼稚園・保育園・認定こども園等 ⾃由回答
Q8 ⼯夫改善／幼稚園・保育園・認定こども園等 ⾃由回答
Q9 困りごと／⼩学校・学童保育等 ⾃由回答
Q10 ⼯夫改善／⼩学校・学童保育等 ⾃由回答
Q11 困りごと／習い事・課外教室等 ⾃由回答
Q12 ⼯夫改善／習い事・課外教室等 ⾃由回答
Q13 困りごと／地域・外出先 ⾃由回答
Q14 ⼯夫改善／地域・外出先 ⾃由回答
Q15 困りごと／家庭（炊事・洗濯・掃除等） ⾃由回答
Q16 ⼯夫改善／家庭（炊事・洗濯・掃除等） ⾃由回答

Q17 困りごと／その他⾏事等 ⾃由回答
Q18 ⼯夫改善／その他⾏事等 ⾃由回答
Q19 家事・育児等の分担状況 複数回答
Q20 家事代⾏・⽀援サービスの利⽤及び利⽤意向 複数回答
Q21 家事代⾏サービス利⽤への考え 単数回答
Q22 家事代⾏サービス利⽤に抵抗がある理由 複数回答
Q23 家事の負担を軽くする⼯夫・改善エピソード ⾃由回答

Q1 困りごと／幼稚園・保育園・認定こども園等 ⾃由回答
Q2 困りごと／⼩学校・学童保育等 ⾃由回答
Q3 困りごと／習い事・課外教室等 ⾃由回答
Q4 困りごと／地域・外出先 ⾃由回答
Q5 困りごと／家庭（炊事・洗濯・掃除等） ⾃由回答
Q6 困りごと／その他⾏事等 ⾃由回答
Q7 負担を軽くする⼯夫やアイデア ⾃由回答
Q8 家事代⾏サービス利⽤への考え 単数回答
Q9 ⾃由記述 ⾃由回答
Q10 性別 単数回答
Q11 年代 単数回答
Q12 居住エリア 単数回答
Q13 ⼦の有無 単数回答
Q14 就労・雇⽤形態 単数回答

Ⅱ 調査実施概要


